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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

(1) 連結経営指標等

回次 第191期中 第192期中 第193期中 第191期 第192期

会計期間

自　平成23年
 　　４月１日
 至  平成23年
　　９月30日

自　平成24年
 　　４月１日
 至  平成24年
　　９月30日

自　平成25年
 　　４月１日
 至  平成25年
　　９月30日

自　平成23年
     ４月１日
 至  平成24年
    ３月31日

自　平成24年
     ４月１日
 至  平成25年
    ３月31日

営業収益 （百万円）     85,128     88,070     93,356 169,716 180,632

経常利益 （百万円） 13,357 15,409 18,498 17,421 19,981

中間（当期）純利益 （百万円） 4,563 9,073 11,103 7,167 9,406

中間包括利益

又は包括利益
（百万円） 3,103 10,439 6,844 9,366 17,300

純資産額 （百万円） 133,206 148,416 159,218 139,408 155,125

総資産額 （百万円） 390,175 401,444 397,256 407,321 423,607

１株当たり純資産額 （円） 299.86 331.24 354.81 313.85 346.05

１株当たり中間（当期）

純利益
（円） 10.82 21.52 26.33 17.00 22.31

潜在株式調整後１株当た

り中間（当期）純利益
（円） － － － － －

自己資本比率 （％） 32.4 34.8 37.7 32.5 34.4

営業活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） 7,575 2,739 16,241 24,076 21,957

投資活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） △4,069 △4,092 △3,760 △12,946 △11,203

財務活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） △4,883 1,527 △15,691 △9,600 △3,601

現金及び現金同等物の

中間期末（期末）残高
（百万円） 21,798 26,135 30,662 24,705 33,114

従業員数

（平均臨時従業員数）
（人）

4,115

(1,141)

4,182

(1,205)

4,256

(1,320)

4,045

(1,185)

4,095

(1,216)

　（注）　１　営業収益には、消費税等は含まれていない。

 　　　 　２　潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載していない。

 　　　 　３　従業員数については、就業人員数を記載している。

 　　　 　４　平均臨時従業員数については、従業員数の外数で記載している。
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(2) 提出会社の経営指標等

回次 第191期中 第192期中 第193期中 第191期 第192期

会計期間

自　平成23年
　　４月１日
至　平成23年
　　９月30日

自　平成24年
　　４月１日
至　平成24年
　　９月30日

自　平成25年
　　４月１日
至　平成25年
　　９月30日

自　平成23年
    ４月１日
至　平成24年
　　３月31日

自　平成24年
    ４月１日
至　平成25年
　　３月31日

営業収益 （百万円） 41,319 41,008 42,898 77,615 78,835

経常利益 （百万円） 10,136 11,015 12,267 14,425 15,634

中間（当期）純利益 （百万円） 3,257 6,826 7,886 6,719 7,783

資本金 （百万円） 29,384 29,384 29,384 29,384 29,384

発行済株式総数 （千株） 421,652 421,652 421,652 421,652 421,652

純資産額 （百万円） 100,018 111,930 119,077 106,704 118,637

総資産額 （百万円） 324,718 328,038 322,977 334,961 344,759

１株当たり中間（当期）

純利益
（円） 7.73 16.19 18.70 15.94 18.46

潜在株式調整後１株当た

り中間（当期）純利益
（円） － － － － －

１株当たり配当額 （円） － － － 6.94 6.58

自己資本比率 （％） 30.8 34.1 36.9 31.9 34.4

従業員数

（平均臨時従業員数）
（人）

1,326

(73)

1,328

(67)

1,332

(81)

1,306

(72)

1,298

(70)

　（注）　１　営業収益には、消費税等は含まれていない。

 　　　 　２　「１株当たり純資産額」については、中間連結財務諸表を作成しているため記載を省略している。

 　　　 　３　潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載していない。

 　　　 　４　従業員数については、就業人員数を記載している。

 　　　 　５　平均臨時従業員数については、従業員数の外数で記載している。

 

EDINET提出書類

阪神電気鉄道株式会社(E04104)

半期報告書

 3/58



２【事業の内容】

　当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変

更はない。

　　

３【関係会社の状況】

  当中間連結会計期間における重要な関係会社の異動

　

　  当中間連結会計期間において、次の会社が新たに提出会社の連結子会社となった。

名称 住所
資本金

（百万円）

主要な事業

の内容

　 関係内容

議決権の 役員の兼任等 　 　 　

所有割合 当社 当社 資金の 営業上の 設備の

（％） 役員 職員 貸付 取引等 賃貸借

　 （人） （人） 　 　 　

㈱アールワークス
東京都

豊島区
425 情報通信事業

75.0　

(75.0)　
0     4 無 － －

 （注）　議決権の所有割合の（　）内は、間接所有割合で内数である。

　

４【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

 平成25年９月30日現在

セグメントの
名称

都市交通事業 不動産事業

エンタテイン
メント・コミ
ュニケーショ

ン事業

建設事業 その他の事業 全社（共通） 計

従業員数

（人）　

1,881 136 1,341 493 312 93 4,256

(457) (39)  (454)  (168)  (188)  (14) (1,320) 

　（注）　１　従業員数は就業人員であり、出向社員を除き、受入出向社員を含んでいる。

２　臨時従業員数は（　）内に当中間連結会計期間の平均人員を外数で記載している。

　 

(2) 提出会社の状況

 平成25年９月30日現在

従業員数（人） 1,332 (81) 

　（注）　１　従業員数は就業人員であり、出向社員を除き、受入出向社員を含んでいる。

　　　　　２　臨時従業員数は（　）内に当中間会計期間の平均人員を外数で記載している。

　

(3) 労働組合の状況

　当社には、阪神電気鉄道労働組合があり、平成25年９月30日現在組合員数は1,173人で、日本私鉄労働組合総連

合会に加盟している。

　なお、当社及び連結子会社において、労使間に特記すべき事項はない。
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第２【事業の状況】
　「第２　事業の状況」から「第５　経理の状況」まで、特に記載のない限り、消費税等抜きで記載している。

　

１【業績等の概要】

(1) 業績

　当中間連結会計期間の当社グループの営業成績は、企業収益や個人消費に改善が見られるなど、国内景気が緩や

かに回復しつつある中、収益の面においては、建設事業が減収となったものの、スポーツ事業が好調に推移したエ

ンタテインメント・コミュニケーション事業のほか、都市交通事業及び不動産事業も増収となったため、全事業の

営業収益は、前年同期に比べ5,285百万円（6.0％）増の93,356百万円となった。

　一方、費用の面においては、販売原価が増加したものの、各部門にわたり引き続き経費等の節減に努めたほか、

経年による減価償却費の減少があったため、営業利益は、前年同期に比べ2,839百万円（17.1％）増の19,467百万

円、経常利益は、前年同期に比べ3,088百万円（20.0％）増の18,498百万円となった。これに特別損益を加減し、

更に、税金費用等を控除した後の中間純利益は、前年同期に比べ2,029百万円（22.4％）増の11,103百万円となっ

た。

　なお、去る７月１日から、中長期的な沿線価値の向上により事業基盤の維持・強化を図る全社的な取組みの一環

として、「“たいせつ”がギュッと。」をキャッチフレーズとした沿線活性化プロモーションを開始した。

　

　セグメント別の業績は、次のとおりである。

　

（Ａ）　都市交通事業

 鉄道事業では、「ご遷宮記念 伊勢神宮参拝きっぷ」を初め、各種企画乗車券を販売するなど、より一層の

旅客の誘致を図るとともに、引き続き、都市計画事業による本線住吉・芦屋間及び本線鳴尾駅付近の連続立体

交差化工事や甲子園駅改良工事を推進するなど、鉄道諸施設の整備・改善に努めた。また、各駅の清掃を充実

させる「ｃｌｅａｎ ＵＰ！（クリーンアップ！）駅作戦」や、「笑顔・元気・あいさつ運動」など、顧客満

足の向上に向けた施策を展開した。

 一方、旅客数は、引き続き同業他社との競争が激しい中、沿線での商業施設の相次ぐ開業や阪神甲子園球場

への来場者の増加等により、定期外旅客が増加したほか、定期旅客も増加したこともあって、増収となった。

　自動車事業では、バス事業において、一部高速路線で増便等を行ったほか、大阪空港の路線が、ジェット機

発着枠拡大に伴う同空港の利用者増により好調に推移したため、増収となったほか、タクシー業も稼働台数の

増加により増収となった。

　以上の結果、営業収益は、前年同期に比べ569百万円（2.5％）増の23,077百万円となり、営業利益は、前年

同期に比べ475百万円（11.2％）増の4,715百万円となった。

  　

（Ｂ）　不動産事業

  不動産賃貸事業では、去る４月に尼崎駅商業施設「ＡＭＡＳＴＡ　ＡＭＡＳＥＮ（旧「尼セン」）」をグラ

ンドオープンさせるなど、引き続き、既存賃貸物件の競争力の強化及び収益性の向上に取り組んだものの、梅

田阪神第１ビルディング（愛称「ハービスＯＳＡＫＡ」）のテナントの一部解約、大阪神ビルディングの歩合

賃料の減少等により、減収となった。

不動産分譲事業では、引き続き「ハピアガーデン板宿・神戸山ノ手」（神戸市長田区）、「ハピアガーデ

ン寝屋川市 駅の手 公園通りの街」（大阪府寝屋川市）等の分譲を行うなど、積極的な販売活動を行ったほ

か、一部社有地の売却により、大幅な増収となった。

　以上の結果、営業収益は、前年同期に比べ1,799百万円（10.6％）増の18,760百万円となり、営業利益は、

前年同期に比べ489百万円（11.5％）増の4,757百万円となった。
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（Ｃ）　エンタテインメント・コミュニケーション事業

  スポーツ事業では、阪神タイガースが首位争いを演じたことに加え、「ウル虎の夏」等の販売促進策を積極

的に展開したこともあって、阪神甲子園球場が、多くのファンで賑わうとともに、新規入団選手グッズや各種

飲食関連キャンペーン等が好評であったほか、プロ野球公式戦のテレビ・ラジオ収入が増加したことなどによ

り増収となった。

　コミュニケーションメディア事業では、ケーブルテレビ事業において、インターネットやケーブルプラス電

話の積極的な営業活動を展開し加入契約者数を伸ばしたほか、情報通信事業が、大型のシステム受注があった

ことなどにより好調に推移した。

　その他の事業では、六甲ガーデンテラスが伸び悩んだものの、六甲山カンツリーハウスが「ローズウオー

ク」等の各種イベントにより好調に推移した。

　以上の結果、営業収益は、前年同期に比べ2,930百万円（7.6％）増の41,369百万円となり、営業利益は、前

年同期に比べ1,948百万円（24.8％）増の9,813百万円となった。

　なお、当中間連結会計期間から株式会社阪神コンテンツリンクの事業区分をコミュニケーションメディア事

業からスポーツ事業に変更したほか、株式会社アールワークスを連結範囲に含めた。また、去る４月１日付け

で、当社は、六甲山上施設に係る事業を阪神総合レジャー株式会社に譲渡し、１０月１日付けで、同社は、六

甲摩耶鉄道株式会社（同日付けで商号を六甲山観光株式会社に変更）と合併した。

　

（Ｄ）　建設事業

　建設事業では、各社とも受注の確保に努めたものの、土木建築請負業及び電気工事請負業の完成工事高の減

少により減収となったため、営業収益は、前年同期に比べ757百万円（8.3％）減の8,410百万円となったもの

の、営業損益は、完成工事総利益率の向上により、前年同期に比べ265百万円改善し、58百万円の営業損失と

なった。　　

　

（Ｅ）　その他の事業

 ホテル事業が、ザ・リッツ・カールトン大阪の客室稼働率及び客室単価の上昇等に伴い増収となったことな

どにより、営業収益は、前年同期に比べ282百万円（5.7％）増の5,236百万円となったものの、営業損益は、

新規事業の検討・立案に係る人件費等の増加により、前年同期に比べ43百万円悪化し、98百万円の営業損失と

なった。

　 

(2) キャッシュ・フロー

  当中間連結会計期間における現金及び現金同等物は、前連結会計年度末に比べ2,452百万円減少し、当中間連結

会計期間末には30,662百万円となった。

　 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

　営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前中間純利益18,508百万円、減価償却費7,695百万円、仕入

債務の減少額5,991百万円等により、16,241百万円の収入（前年同期比492.8％増）となった。

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動によるキャッシュ・フローは、固定資産の取得による支出6,160百万円、工事負担金等受入による収入

3,533百万円等により、3,760百万円の支出（前年同期比8.1％減）となった。

　 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動によるキャッシュ・フローは、長期借入金の返済による支出14,108百万円等により、15,691百万円の

支出となった。
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２【生産、受注及び販売の状況】

　当社グループの事業は、都市交通事業を初めとして不動産事業、エンタテインメント・コミュニケーション事業等

の広範囲かつ多種多様なサービス業が主体であり、また、受注生産形態をとらない事業がほとんどであるので、セグ

メントごとに生産規模及び受注規模を金額あるいは数量で示すことはしていない。

　このため生産、受注及び販売の状況については、「１　業績等の概要」におけるセグメント別の業績に関連付けて

示している。

　

３【対処すべき課題】

　当中間連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について、重要な変更はない。

　

４【事業等のリスク】

　当中間連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはない。また、前事業年度の有価証券報告書に記載

した事業等のリスクについて重要な変更はない。

　

５【経営上の重要な契約等】

　　　該当事項なし。　

　

６【研究開発活動】

　該当事項なし。
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７【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 重要な会計方針及び見積り

当社グループの中間連結財務諸表は、我が国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成し

ている。したがって、企業会計原則を初め、税効果会計に係る会計基準、金融商品に関する会計基準、退職給付に

係る会計基準等、現行の各会計基準がその前提としている見積りによる会計処理を含んでいる。

　

(2) 業績報告

①　営業収益及び営業利益

　当中間連結会計期間は、建設事業が減収となったものの、スポーツ事業が好調に推移したエンタテインメン

ト・コミュニケーション事業のほか、都市交通事業及び不動産事業も増収となったため、全事業の営業収益は、

前年同期に比べ5,285百万円（6.0％）増の93,356百万円となった。　

　一方、費用の面においては、販売原価が増加したものの、各部門にわたり引き続き経費等の節減に努めたほ

か、経年による減価償却費の減少があったため、営業利益は、前年同期に比べ2,839百万円（17.1％）増の

19,467百万円となった。

なお、セグメント別の状況については、「１　業績等の概要」に記載のとおりである。

②　営業外収益、営業外費用及び経常利益

営業外収益は、受取利息が増加したことなどにより、前年同期に比べ22百万円（3.2％）増の747百万円となっ

た。

営業外費用は、社債の償還に伴い支払利息が減少したことなどにより、前年同期に比べ225百万円（11.6％）

減の1,716百万円となった。

これを純額で見ると、前年同期の1,217百万円の費用に対し、当中間連結会計期間は969百万円の費用となっ

た。

この結果、経常利益は、前年同期に比べ3,088百万円（20.0％）増の18,498百万円となった。

③　特別利益、特別損失及び中間純利益

特別利益は、受取和解金や投資有価証券売却益を計上したことなどにより、前年同期に比べ130百万円

（112.4％）増の247百万円となった。

特別損失は、減損損失が減少したほか、前年同期に投資有価証券評価損を計上していたことなどにより、前年

同期に比べ357百万円（60.1％）減の236百万円となった。

これを純額で見ると、前年同期の477百万円の損失に対し、当中間連結会計期間は10百万円の利益となった。

この結果、税金等調整前中間純利益は、前年同期に比べ3,576百万円（24.0％）増の18,508百万円となり、こ

こから税金費用等を控除した後の中間純利益は前年同期に比べ2,029百万円（22.4％）増の11,103百万円となっ

た。１株当たり中間純利益は、前年同期の21.52円に対し26.33円となった。　
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(3) 資金の状況

①　キャッシュ・フローの状況

キャッシュ・フローの状況については、「１　業績等の概要」に記載のとおりである。

②　資金需要　

当社グループは、主に鉄道事業を初め、不動産賃貸事業、スポーツ事業等、建物・施設・設備を使用収益する

事業を営む性格上、日常の営業活動に伴う運転資金需要のほかに、これらの新設、改良等に伴う資金需要が定常

的に発生する。　

③　財務政策　

 当社グループは、顧客の安全性確保のための設備投資を不断に実施する一方、その他の設備投資については、

投資コストと投資によりもたらされる収益のバランスを十分吟味したうえで実施することにより、投資効率を高

めるよう努めている。

　　　 また、当社グループは、固定資産をその主たる事業用資産としているため、投下される資金は、コスト（利

率）が低いこと及び安定的（長期的）であることが必要であるほか、財務体質を健全に維持することにも配慮す

る必要がある。

　資金需要に対しては、まずは極力自己資金をもって充当し、不足する部分を外部調達することとしている。外

部調達については、原則として、親会社である阪急阪神ホールディングス株式会社の完全子会社である株式会社

阪急阪神フィナンシャルサポートに資金調達窓口を一元化して行うこととしている。

　　なお、当社グループは、その財政状態、営業活動によりキャッシュ・フローを生み出す能力から、今後とも当

社グループの成長を維持するために必要な運転資金及び設備投資資金を確保していくことが可能であると考えて

いる。

　　（注） 上記本文中の将来に関する事項については、当中間連結会計期間の末日において判断したものであ

る。
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第３【設備の状況】

１【主要な設備の状況】

　当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はない。

　

２【設備の新設、除却等の計画】

(1) 重要な設備の新設等

① 当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画中であった重要な設備の新設等について重要な変更は

ない。

② 前連結会計年度末に計画していた設備計画のうち、当中間連結会計期間に完了したものはない。

③ 当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設等の計画はない。

 

(2) 重要な設備の除却等

当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の除却等の計画はない。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

　①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 1,200,000,000

計 1,200,000,000

　②【発行済株式】

種類
中間会計期間末現在

発行数（株）
（平成25年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成25年12月20日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 421,652,422 同　左 － （注）

計 421,652,422 同　左 － －

  （注）　１　当社が発行する全ての株式は、譲渡による取得について、取締役会の承認を要する。

　　　　　２　当社は単元株制度を採用していないため、単元株式数はない。

 

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項なし。

　

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項なし。

　

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項なし。

　

（５）【発行済株式総数、資本金等の状況】

年月日
発行済株式総
数増減数

（千株）

発行済株式総
数残高

（千株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額
（百万円）

資本準備金残
高（百万円）

平成25年４月１日～ 

 平成25年９月30日
－ 421,652 － 29,384 － 19,495
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（６）【大株主の状況】

 平成25年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

阪急阪神ホールディングス株式会社 大阪市北区芝田１丁目16番１号     421,652     100.0

計 －     421,652     100.0

　

（７）【議決権の状況】

　①【発行済株式】

 平成25年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） － － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 421,652,422 421,652,422 －

単元未満株式 － － －

発行済株式総数     421,652,422 － －

総株主の議決権 － 421,652,422 －

  

　②【自己株式等】

　　該当事項なし。

　

２【株価の推移】

当社株式は非上場であるため、該当事項なし。

　

３【役員の状況】

  前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はない。　
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第５【経理の状況】

１ 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令

第24号）に基づいて作成している。

 

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38

号）並びに同規則第38条及び第57条の規定により、「鉄道事業会計規則」（昭和62年運輸省令第７号）に基づいて

作成している。

 

２ 監査証明について

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、中間連結会計期間（平成25年４月１日から平成25年

９月30日まで）の中間連結財務諸表及び中間会計期間（平成25年４月１日から平成25年９月30日まで）の中間財務諸

表について、有限責任 あずさ監査法人による中間監査を受けている。
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１【中間連結財務諸表等】
（１）【中間連結財務諸表】
①【中間連結貸借対照表】

(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成25年３月31日)

当中間連結会計期間
(平成25年９月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 5,365 5,246

預け金 27,803 25,490

受取手形及び売掛金 25,639 19,006

有価証券 － 9

たな卸資産 11,540 14,622

その他 13,784 7,118

貸倒引当金 △208 △186

流動資産合計 83,925 71,307

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額）
※2 143,193 ※2 139,601

機械装置及び運搬具（純額）
※2 12,188 ※2 11,219

土地
※2 69,948 ※2 69,912

建設仮勘定 7,011 7,572

その他（純額）
※2 4,440 ※2 4,234

有形固定資産合計
※1, ※3 236,782 ※1, ※3 232,540

無形固定資産
※2 4,636 ※2 5,105

投資その他の資産

投資有価証券
※2 65,753 ※2 55,412

その他
※2 32,615 ※2 32,993

貸倒引当金 △106 △103

投資その他の資産合計 98,262 88,303

固定資産合計 339,681 325,948

資産合計 423,607 397,256
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成25年３月31日)

当中間連結会計期間
(平成25年９月30日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 12,887 6,914

短期借入金
※2 10,285 ※2 9,542

1年以内償還社債 － 10,000

賞与引当金 1,872 2,014

その他
※2 35,366 ※2 28,517

流動負債合計 60,411 56,989

固定負債

社債 10,000 －

長期借入金
※2 143,860 ※2 129,863

退職給付引当金 16,188 16,443

長期預り敷金 21,868 21,451

その他 16,152 13,290

固定負債合計 208,070 181,048

負債合計 268,481 238,037

純資産の部

株主資本

資本金 29,384 29,384

資本剰余金 20,716 20,716

利益剰余金 82,462 90,747

株主資本合計 132,563 140,848

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 13,298 8,725

繰延ヘッジ損益 50 32

その他の包括利益累計額合計 13,349 8,757

少数株主持分 9,212 9,612

純資産合計 155,125 159,218

負債純資産合計 423,607 397,256
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②【中間連結損益計算書及び中間連結包括利益計算書】
【中間連結損益計算書】

(単位：百万円)

前中間連結会計期間
(自　平成24年４月１日
　至　平成24年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成25年４月１日
　至　平成25年９月30日)

営業収益 88,070 93,356

営業費

運輸業等営業費及び売上原価 67,264 69,589

販売費及び一般管理費
※1 4,177 ※1 4,298

営業費合計
※2 71,442 ※2 73,888

営業利益 16,627 19,467

営業外収益

受取利息 110 135

受取配当金 462 440

雑収入 151 171

営業外収益合計 724 747

営業外費用

支払利息 1,807 1,583

雑支出 134 132

営業外費用合計 1,942 1,716

経常利益 15,409 18,498

特別利益

固定資産売却益
※3 6 ※3 31

工事負担金等受入額 43 16

投資有価証券売却益 － 60

受取和解金 － 66

株式報酬受入益 39 56

預託金返還益 26 －

その他 － 15

特別利益合計 116 247

特別損失

減損損失
※4 357 ※4 188

工事負担金等圧縮額 40 16

固定資産除却損
※5 24 ※5 19

投資有価証券評価損 106 －

その他 64 12

特別損失合計 593 236

税金等調整前中間純利益 14,932 18,508

法人税、住民税及び事業税 869 7,089

法人税等調整額 4,847 △0

法人税等合計 5,716 7,088

少数株主損益調整前中間純利益 9,215 11,420

少数株主利益 142 317

中間純利益 9,073 11,103

EDINET提出書類

阪神電気鉄道株式会社(E04104)

半期報告書

16/58



【中間連結包括利益計算書】
（単位：百万円）

前中間連結会計期間
(自　平成24年４月１日
　至　平成24年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成25年４月１日
　至　平成25年９月30日)

少数株主損益調整前中間純利益 9,215 11,420

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 1,248 △4,558

繰延ヘッジ損益 △24 △17

持分法適用会社に対する持分相当額 △0 0

その他の包括利益合計 1,223 △4,576

中間包括利益 10,439 6,844

（内訳）

親会社株主に係る中間包括利益 10,303 6,511

少数株主に係る中間包括利益 136 332
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③【中間連結株主資本等変動計算書】
(単位：百万円)

前中間連結会計期間
(自　平成24年４月１日
　至　平成24年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成25年４月１日
　至　平成25年９月30日)

株主資本

資本金

当期首残高 29,384 29,384

当中間期変動額

当中間期変動額合計 － －

当中間期末残高 29,384 29,384

資本剰余金

当期首残高 20,716 20,716

当中間期変動額

当中間期変動額合計 － －

当中間期末残高 20,716 20,716

利益剰余金

当期首残高 76,027 82,462

当中間期変動額

剰余金の配当 △2,926 △2,773

中間純利益 9,073 11,103

連結範囲の変動 △44 △44

当中間期変動額合計 6,102 8,284

当中間期末残高 82,130 90,747

株主資本合計

当期首残高 126,128 132,563

当中間期変動額

剰余金の配当 △2,926 △2,773

中間純利益 9,073 11,103

連結範囲の変動 △44 △44

当中間期変動額合計 6,102 8,284

当中間期末残高 132,231 140,848
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(単位：百万円)

前中間連結会計期間
(自　平成24年４月１日
　至　平成24年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成25年４月１日
　至　平成25年９月30日)

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金

当期首残高 6,185 13,298

当中間期変動額

株主資本以外の項目の当中間期変動額
（純額）

1,253 △4,573

当中間期変動額合計 1,253 △4,573

当中間期末残高 7,439 8,725

繰延ヘッジ損益

当期首残高 21 50

当中間期変動額

株主資本以外の項目の当中間期変動額
（純額）

△24 △17

当中間期変動額合計 △24 △17

当中間期末残高 △2 32

その他の包括利益累計額合計

当期首残高 6,207 13,349

当中間期変動額

株主資本以外の項目の当中間期変動額
（純額）

1,229 △4,591

当中間期変動額合計 1,229 △4,591

当中間期末残高 7,437 8,757

少数株主持分

当期首残高 7,072 9,212

当中間期変動額

株主資本以外の項目の当中間期変動額（純
額）

1,675 399

当中間期変動額合計 1,675 399

当中間期末残高 8,748 9,612

純資産合計

当期首残高 139,408 155,125

当中間期変動額

剰余金の配当 △2,926 △2,773

中間純利益 9,073 11,103

連結範囲の変動 △44 △44

株主資本以外の項目の当中間期変動額（純
額）

2,905 △4,191

当中間期変動額合計 9,008 4,093

当中間期末残高 148,416 159,218
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④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】
(単位：百万円)

前中間連結会計期間
(自　平成24年４月１日
　至　平成24年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成25年４月１日
　至　平成25年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前中間純利益 14,932 18,508

減価償却費 8,362 7,695

減損損失 357 188

持分法による投資損益（△は益） 7 2

退職給付引当金の増減額（△は減少） 14 27

貸倒引当金の増減額（△は減少） △10 △28

受取利息及び受取配当金 △572 △576

支払利息 1,807 1,583

受取和解金 － △66

固定資産売却損益（△は益） △6 △31

固定資産除却損 24 19

投資有価証券売却損益（△は益） － △60

投資有価証券評価損益（△は益） 106 －

工事負担金等受入額 △43 △16

工事負担金等圧縮額 40 16

売上債権の増減額（△は増加） 6,244 6,697

たな卸資産の増減額（△は増加） △2,722 △3,079

仕入債務の増減額（△は減少） △4,113 △5,991

未払消費税等の増減額（△は減少） 187 240

預託金の返還による支出 △8,022 －

その他 △5,999 △7,925

小計 10,594 17,203

利息及び配当金の受取額 667 684

利息の支払額 △1,960 △1,594

和解金の受取額 － 66

法人税等の支払額 △6,560 △119

営業活動によるキャッシュ・フロー 2,739 16,241

投資活動によるキャッシュ・フロー

固定資産の取得による支出 △6,147 △6,160

固定資産の売却による収入 7 46

投資有価証券の取得による支出 △1,200 △653

工事負担金等受入による収入 2,986 3,533

その他 260 △527

投資活動によるキャッシュ・フロー △4,092 △3,760

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △772 △631

長期借入れによる収入 24,400 －

長期借入金の返済による支出 △3,751 △14,108

社債の償還による支出 △15,010 －

配当金の支払額 △2,627 △290

その他 △710 △660

財務活動によるキャッシュ・フロー 1,527 △15,691

現金及び現金同等物に係る換算差額 △0 2

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 174 △3,208

現金及び現金同等物の期首残高 24,705 33,114

新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額 1,067 755

合併に伴う現金及び現金同等物の増加額 188 －
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現金及び現金同等物の中間期末残高
※1 26,135 ※1 30,662
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【注記事項】

（中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項）

１　連結の範囲に関する事項

(1) 連結子会社の数　23社

　主要な連結子会社の名称

　㈱阪神タイガース　㈱ハンシン建設　㈱阪神ホテルシステムズ　

　非連結子会社であった㈱アールワークスは重要性が増したため、当中間連結会計期間から連結の範囲に

含めることとした。

(2) 主要な非連結子会社の名称等　

　阪神車両メンテナンス㈱

　非連結子会社６社はいずれも小規模会社であり、総資産額の合計額、売上高の合計額、中間純損益（持

分に見合う額）の合計額及び利益剰余金（持分に見合う額）の合計額等は、いずれも中間連結財務諸表に

重要な影響を及ぼしていないため、連結の範囲に含めていない。

２　持分法の適用に関する事項

(1) 持分法適用の関連会社数　６社

会社の名称　

　神戸高速鉄道㈱　西大阪高速鉄道㈱　㈱阪急阪神電気システム　㈱阪急阪神エムテック　阪急阪神ビ

ルマネジメント㈱　山陽自動車運送㈱

(2) 阪神車両メンテナンス㈱以下非連結子会社６社及び㈱鳴尾ウォーターワールド以下関連会社５社につい

ては、それぞれ中間純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等からみて、持分法の

対象から除いても中間連結財務諸表に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体としても重要性がないため、

これらの会社に対する投資については持分法を適用せず原価法によっている。

３　連結子会社の中間決算日等に関する事項

連結子会社のうち㈱システム技研及びユミルリンク㈱の中間決算日は６月30日である。

　なお、中間連結財務諸表の作成に当たっては各社の中間決算日に基づく中間財務諸表を使用し、中間連結

決算日との間に生じた重要な取引については、連結上必要な調整を行っている。　

４　会計処理基準に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券

　ア　満期保有目的の債券

　　　償却原価法（定額法）　

　イ　その他有価証券

　ａ 時価のあるもの

 中間決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価

は移動平均法により算定）

　ｂ　時価のないもの

　　移動平均法による原価法

②　デリバティブ

時価法

③　たな卸資産

ア　販売土地及び建物

　個別法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下による簿価切下げの方法により算

定）

イ　その他のたな卸資産

　主として個別法による原価法
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(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

①　有形固定資産（リース資産を除く。）

　鉄道事業取替資産については取替法（定率法）、平成10年４月１日以降に取得した建物（附属設備を

除く。）及び当社における梅田阪神第１ビルディング建物（附属設備を除く。）については定額法、そ

の他の有形固定資産については、当社は定率法、連結子会社のうち13社が定率法、３社が定率法・定額

法の併用、７社が定額法を採用している。

②　無形固定資産（リース資産を除く。）

定額法

　なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法を採

用している。

③　リース資産

　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用している。

(3) 重要な引当金の計上基準

①　貸倒引当金

　金銭債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等

特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上している。

②　賞与引当金

　従業員に対する賞与支給に備えるため、支給見込額に基づき、当中間連結会計期間負担額を計上して

いる。

③　退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基

づき、当中間連結会計期間末において発生していると認められる額を計上している。

　過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）による定額法に

より費用処理している。

　数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数

（５～10年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理することと

している。

(4) 重要な収益及び費用の計上基準

　　完成工事高及び完成工事原価の計上基準

　　当中間連結会計期間末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事については工事進行基準

（工事の進捗率の見積りは原価比例法）を、その他の工事については工事完成基準を適用している。

(5) 重要なヘッジ会計の方法

①　ヘッジ会計の方法

　外貨建金銭債権債務について為替予約を行い、振当処理によっている。

②　ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段…為替予約

ヘッジ対象…外貨建金銭債権債務

③　ヘッジ方針

　取引の目的、内容、決裁基準、業務の所管及び報告体制等を社内ルールに定め、近い将来発生すると

見込まれる外国通貨による決済について、その決済額の範囲内で、為替変動リスクを回避することを目

的として、為替予約を行っている。

④　ヘッジ有効性評価の方法

　上記社内ルールに基づき、外国通貨による決済見込額に対し、通貨種別、金額、履行時期等の重要な

条件が同一である為替予約を行っているため、ヘッジ有効性の判定は省略している。

(6) 中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

　　手許現金、随時引出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスク

しか負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなる。
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(7) その他中間連結財務諸表作成のための重要な事項

①　鉄道事業における工事負担金等の会計処理

　鉄道事業における連続立体交差化工事等を行うに当たり、地方公共団体等から工事費の一部として、

工事負担金等を受け入れている。この工事負担金等を受けて取得した固定資産については、工事完成時

に当該工事負担金等相当額を取得原価から直接減額して計上している。

　なお、中間連結損益計算書については、工事負担金等受入額を特別利益に計上するとともに、固定資

産の取得原価から直接減額した工事負担金等相当額を工事負担金等圧縮額として特別損失に計上してい

る。

②　消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっている。

③　連結納税制度の適用

　当社及び一部の連結子会社は阪急阪神ホールディングス㈱を連結親法人とする連結納税制度の適用を

受けている。
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（中間連結貸借対照表関係）

１　※１　有形固定資産の減価償却累計額

前連結会計年度
（平成25年３月31日）

当中間連結会計期間
（平成25年９月30日）

276,693百万円 281,612百万円

　

２　※２　担保資産及び担保付債務

担保に供している資産は、次のとおりである。

　
前連結会計年度

（平成25年３月31日）
当中間連結会計期間
（平成25年９月30日）

 建物及び構築物 43,408百万円 42,310百万円

 機械装置及び運搬具 8,979 8,256

 土地 7,644 7,603

 その他 428 367

  合計 60,461 58,537

　

担保付債務は、次のとおりである。

　
前連結会計年度

（平成25年３月31日）
当中間連結会計期間
（平成25年９月30日）

流動負債その他 109百万円 99百万円

長期借入金（１年内返済予定額を含む） 36,837 35,026

 合計 36,947 35,126

　

上記のうち、財団抵当に供している資産は、次のとおりである。

　
前連結会計年度

（平成25年３月31日）
当中間連結会計期間
（平成25年９月30日）

建物及び構築物 42,637百万円 41,612百万円

機械装置及び運搬具 8,979 8,256

土地 7,644 7,603

その他 302 245

  合計 59,563 57,717

　

担保付債務は、次のとおりである。

　
前連結会計年度

（平成25年３月31日）
当中間連結会計期間
（平成25年９月30日）

長期借入金（１年内返済予定額を含む） 36,625百万円 34,857百万円
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３　偶発債務

  下記の連結会社以外の会社の銀行借入金等に対して保証を行っている。

前連結会計年度
（平成25年３月31日）

当中間連結会計期間
（平成25年９月30日）

阪急阪神ホールディングス㈱ 993,370百万円  阪急阪神ホールディングス㈱ 950,579百万円

西大阪高速鉄道㈱ 22,367  西大阪高速鉄道㈱ 22,895

その他３社 25,312  その他３社 24,639

合計 1,041,049   合計 998,113

 

 上記のほか、当社は、阪急阪神ホールディングス㈱が金融機関との間で締結したコミットメントライン契約に基づ

き、同社が貸付人に対して負担する一切の債務について、貸付人に対して連帯保証している。

　なお、当該コミットメントライン契約については、前連結会計年度及び当中間連結会計期間の極度額は、それぞれ

30,000百万円であり、前連結会計年度末及び当中間連結会計期間末のいずれにおいても、借入実行残高はない。

 

４ ※３ 国庫補助金の受入等による有形固定資産の圧縮記帳累計額は、次のとおりである。

前連結会計年度
（平成25年３月31日）

当中間連結会計期間
（平成25年９月30日）

 181,646百万円

(176,239)

　 181,658百万円

(176,250)

　（　）内の金額は、鉄道事業における有形固定資産の取得原価から直接減額された工事負担金等累計額で、内書きで

ある。　
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（中間連結損益計算書関係）

１　※１　販売費及び一般管理費の内訳は、次のとおりである。

前中間連結会計期間
（自　平成24年４月１日
至　平成24年９月30日）　

当中間連結会計期間
（自　平成25年４月１日
至　平成25年９月30日）　

人件費　

経費

租税公課　

減価償却費

のれん償却額　

2,630百万円

1,273

75

144

53　

人件費　

経費

租税公課　

減価償却費

のれん償却額　

2,780百万円

1,215

82

121

98　

 合計　 4,177  合計　 4,298

　

２　※２　営業費に含まれている引当金繰入額は、次のとおりである。

前中間連結会計期間
（自　平成24年４月１日
至　平成24年９月30日）　

当中間連結会計期間
（自　平成25年４月１日
至　平成25年９月30日）　

貸倒引当金繰入額　

賞与引当金繰入額　

退職給付引当金繰入額　

17百万円

1,930

960

貸倒引当金繰入額　

賞与引当金繰入額　

退職給付引当金繰入額　

20百万円

2,014

837

　

３　※３　固定資産売却益の内訳は、次のとおりである。

前中間連結会計期間
（自　平成24年４月１日
至　平成24年９月30日）　

当中間連結会計期間
（自　平成25年４月１日
至　平成25年９月30日）　

機械装置及び運搬具 6百万円 土地等 31百万円
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４　※４　減損損失

前中間連結会計期間（自　平成24年４月１日　至　平成24年９月30日）

当社グループは以下の資産グループについて減損損失を計上した。

用途 種類 場所 減損損失

賃貸用物件（２件） 土地等 岡山市ほか 324百万円

ボウリング事業施設（１件） 建物及び構築物等 兵庫県尼崎市 32

（資産をグループ化した方法）

　当社グループは、管理会計上の事業ごと又は物件ごとに資産のグループ化を行っている。

（減損損失を認識するに至った経緯）

帳簿価額に対し時価が著しく下落したこと等により、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損

失（357百万円）として特別損失に計上した。

（減損損失の内訳）

　土地 162百万円

　建物及び構築物 19

　その他 174

　　合計 357

（回収可能価額の算定方法）

　回収可能価額は、将来キャッシュ・フローを4.0％で割り引いて算定した使用価値としている。

　

当中間連結会計期間（自　平成25年４月１日　至　平成25年９月30日）

当社グループは以下の資産グループについて減損損失を計上した。

用途 種類 場所 減損損失

賃貸用物件（１件） 建物 兵庫県西宮市 126百万円

事業用土地（１件） 土地 兵庫県尼崎市 61

（資産をグループ化した方法）

　当社グループは、管理会計上の事業ごと又は物件ごとに資産のグループ化を行っている。

（減損損失を認識するに至った経緯）

収益性が著しく低下したこと等により、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失（188百万

円）として特別損失に計上した。

（減損損失の内訳）

　土地 61百万円

　建物 126

　　合計 188

（回収可能価額の算定方法）

　回収可能価額は、正味売却価額又は使用価値により算定している。正味売却価額を採用している場合は、売却見

込額に基づいて算定しており、使用価値を採用している場合は、将来キャッシュ・フローを4.0％で割り引いて算

定している。

　　

５　※５　固定資産除却損は、建物及び構築物等の除却損である。
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（中間連結株主資本等変動計算書関係）

 前中間連結会計期間（自　平成24年４月１日　至　平成24年９月30日）

 １　発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当連結会計年度期首
株式数（千株）

当中間連結会計期間
増加株式数（千株）

当中間連結会計期間
減少株式数（千株）

当中間連結会計期間
末株式数（千株）

発行済株式                 

普通株式 421,652 － － 421,652

合計 421,652 － － 421,652

 　 （注）　自己株式については、該当なし。

  ２　配当に関する事項

(1) 金銭による配当　

　
（決議）　

　
株式の種類 配当金の総額

１株当たり
配当額

基準日 効力発生日

平成24年６月14日

定時株主総会
普通株式     2,627百万円        6.2円 平成24年３月31日 平成24年６月15日

(2) 金銭以外による配当　

　
（決議）　

　

株式の
種類

配当財産
の種類　

配当財産の
帳簿価額　

１株当た
り配当額

基準日 効力発生日

平成24年６月14日

定時株主総会

普通

株式

住友商事㈱株式

東洋電機製造㈱株式

ダイビル㈱株式

ダイキン工業㈱株式

住江織物㈱株式

㈱ダイヘン株式

戸田建設㈱株式

阪神内燃機工業㈱株

式　

298百万円 0.7円 平成24年３月31日 平成24年６月15日

 　　（注）　配当財産の帳簿価額は、取得原価によっている。
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 当中間連結会計期間（自　平成25年４月１日　至　平成25年９月30日）

 １　発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当連結会計年度期首
株式数（千株）

当中間連結会計期間
増加株式数（千株）

当中間連結会計期間
減少株式数（千株）

当中間連結会計期間
末株式数（千株）

発行済株式                 

普通株式 421,652 － － 421,652

合計 421,652 － － 421,652

 　 （注）　自己株式については、該当なし。

  ２　配当に関する事項

(1) 金銭による配当　

　
（決議）　

　
株式の種類 配当金の総額

１株当たり
配当額

基準日 効力発生日

平成25年６月14日

定時株主総会
普通株式     290百万円        0.7円 平成25年３月31日 平成25年６月17日

(2) 金銭以外による配当　

　
（決議）　

　

株式の
種類

配当財産
の種類　

配当財産の
帳簿価額　

１株当た
り配当額

基準日 効力発生日

平成25年６月14日

定時株主総会

普通

株式

三井住友トラスト・

ホールディングス㈱株

式

㈱みずほフィナンシャ

ルグループ株式

㈱三井住友フィナン

シャルグループ株式

㈱三菱ＵＦＪフィナン

シャル・グループ株

式　

2,482百万円 5.9円 平成25年３月31日 平成25年６月17日

 　　（注）　配当財産の帳簿価額は、取得原価によっている。

　　

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※１ 現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

　
　
　

前中間連結会計期間
（自  平成24年４月１日

至  平成24年９月30日）

当中間連結会計期間
（自  平成25年４月１日
至  平成25年９月30日）

現金及び預金勘定 4,800百万円 5,246百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金

預け金　

△65

21,399
　

△74

25,490
　

現金及び現金同等物 26,135　 30,662　
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（リース取引関係）

＜借主側＞

 オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未経過リース料

  
前連結会計年度

（平成25年３月31日）
当中間連結会計期間
（平成25年９月30日）

１年内 2百万円 2百万円

１年超 8 7

合計 11 9

　

＜貸主側＞

 オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未経過リース料

  
前連結会計年度

（平成25年３月31日）
当中間連結会計期間
（平成25年９月30日）

１年内 360百万円 404百万円

１年超 3,884 4,089

合計 4,244 4,493
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（金融商品関係）

金融商品の時価等に関する事項

　中間連結貸借対照表計上額（連結貸借対照表計上額）、時価及びこれらの差額については、次のとおりであ

る。

　なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表に含めていない（（注）２参照）。

　

前連結会計年度（平成25年３月31日）

（単位：百万円）　

 連結貸借対照表計上額 時価 差額

資産の部 　 　 　

現金及び預金 5,365 5,365 －

預け金 27,803 27,803 －

受取手形及び売掛金 25,639 25,639 －

投資有価証券 51,799 51,799 0

負債の部  　 　

支払手形及び買掛金 12,887 12,887 －

短期借入金 (*) 4,031 4,031 －

社債 10,000 10,250 250

長期借入金 (*) 150,114 160,681 10,566

 デリバティブ取引 － 82 －

(*) １年内返済予定の長期借入金については、長期借入金に含めて記載している。　

　

当中間連結会計期間（平成25年９月30日）

（単位：百万円）　

 
中間連結貸借対照表

計上額
時価 差額

資産の部 　 　 　

現金及び預金 5,246 5,246 －

預け金 25,490 25,490 －

受取手形及び売掛金 19,006 19,006 －

有価証券及び投資有価証券 42,231 42,231 0

負債の部  　 　

支払手形及び買掛金 6,914 6,914 －

短期借入金 (*1) 3,399 3,399 －

社債 (*2) 10,000 10,146 146

長期借入金 (*1) 136,006 144,098 8,092

 デリバティブ取引 － 53 －

(*1) １年内返済予定の長期借入金については、長期借入金に含めて記載している。

(*2) １年内償還予定の社債を含めて記載している。
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（注）　１　金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

(1) 現金及び預金、預け金、受取手形及び売掛金

 現金及び預金、預け金、受取手形及び売掛金の時価については、短期間で決済され、時価は帳簿価額

にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっている。

(2) 有価証券及び投資有価証券

　有価証券及び投資有価証券の時価については、中間決算日（期末日）の市場価格等によっている。ま

た、保有目的ごとの有価証券に関する注記事項については、「注記事項　（有価証券関係）」に記載の

とおりである。　

(3) 支払手形及び買掛金

　支払手形及び買掛金の時価については、短期間で決済され、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、

当該帳簿価額によっている。

(4) 短期借入金

　短期借入金の時価については、短期間で決済され、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿

価額によっている。

(5) 社債

　社債の時価については、市場価格によっている。

(6) 長期借入金

 固定金利適用の借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入れを行った場合に想定さ

れる利率で割り引いた現在価値により算定している。

(7) デリバティブ取引

 デリバティブ取引の時価については、取引先金融機関から提示された価格によっている。また、デリ

バティブ取引に関する注記事項については、「注記事項　（デリバティブ取引関係）」に記載のとおり

である。

　

２　時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品の中間連結貸借対照表計上額（連結貸借対照表

　計上額）

（単位：百万円）    　

区分
前連結会計年度

（平成25年３月31日）　

当中間連結会計期間

（平成25年９月30日）　

投資有価証券 　 　

非連結子会社及び関連会社株式 11,794 11,072

優先出資証券 　1,030 909

投資事業有限責任組合への出資 120 199

非上場株式ほか 1,009 1,008

計 13,954 13,191

長期預り敷金 21,868 21,451

　上記については、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フローを見積もることなどができず、時価を把握する

ことが極めて困難と認められることから、時価開示の対象とはしていない。

　

３　金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額

が含まれている。当該価額の算定においては一定の前提条件等を採用しているため、異なる前提条件等に

よった場合、当該価額が異なることもある。

EDINET提出書類

阪神電気鉄道株式会社(E04104)

半期報告書

33/58



（有価証券関係）

１　満期保有目的の債券

　　前連結会計年度（平成25年３月31日）

（単位：百万円）

 種類
連結貸借対照表

計上額
時価 差額

時価が連結貸借対照表計

上額を超えるもの
国債 9 9 0

合計 9 9 0

　

　　当中間連結会計期間（平成25年９月30日）                                                   

 （単位：百万円）　

 種類
中間連結貸借
対照表計上額

時価 差額

時価が中間連結貸借対照

表計上額を超えるもの
国債 9 9 0

合計 9 9 0

　

２　その他有価証券

　　前連結会計年度（平成25年３月31日）

（単位：百万円）

 種類
連結貸借対照表

計上額
取得原価 差額

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えるもの

(1) 株式 51,364 30,618 20,745

(2) 債券             

国債 98 93 4

(3) その他 4 3 1

小計 51,467 30,715 20,751

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えないもの

株式 321 391 △69

小計 321 391 △69

合計 51,789 31,106 20,682

　

　　当中間連結会計期間（平成25年９月30日）

（単位：百万円）　

 種類
中間連結貸借
対照表計上額

取得原価　 差額　

中間連結貸借対照表計上

額が取得原価を超えるも

の

(1) 株式 41,802 28,163 13,639

(2) 債券             

国債 97 93 3

小計 41,899 28,256 13,642

中間連結貸借対照表計上

額が取得原価を超えない

もの

株式 322 368 △45

小計 322 368 △45

合計 42,221 28,624 13,596
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（デリバティブ取引関係）

　前連結会計年度及び当中間連結会計期間のいずれにおいても、デリバティブ取引については、すべてヘッジ会

計が適用されているため、記載していない。

　

（資産除去債務関係）

前連結会計年度及び当中間連結会計期間のいずれにおいても、重要性が乏しいため、記載を省略している。　

　

（賃貸等不動産関係）

　賃貸等不動産の中間連結貸借対照表計上額及び中間連結決算日における時価に、前連結会計年度の末日に比し

て著しい変動が認められないため、記載を省略している。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

１　報告セグメントの概要

　当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であ

り、取締役会が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となってい

るものである。

　当社グループは、阪急阪神ホールディングスグループのグループ経営機能を担う阪急阪神ホールディン

グス㈱の下、「都市交通」、「不動産」、「エンタテインメント・コミュニケーション」、「建設」の４

つの事業領域において、事業活動を展開している。

　各報告セグメントの主な事業の内容は以下のとおりである。

都市交通事業 ：鉄道事業、自動車事業

不動産事業 ：不動産賃貸事業、不動産分譲事業

エンタテインメント・　　

コミュニケーション事業　
：スポーツ事業、コミュニケーションメディア事業

建設事業 ：建設事業

　　

２　報告セグメントごとの営業収益、利益又は損失、資産、その他の項目の金額の算定方法　

　報告されている事業セグメントの会計処理は、「注記事項　（中間連結財務諸表作成のための基本とな

る重要な事項）」に記載している方法をベースにし、当社における管理会計上の社内取引（土地・建物等

の賃貸借取引等）を含めて計上している。また、資産については、平成18年度に阪急ホールディングス㈱

（現　阪急阪神ホールディングス㈱）が当社を完全子会社化した際の評価額を管理会計上の帳簿価額とし

ており、当該帳簿価額に基づく売上原価、減価償却費を計上している。　

　報告セグメントの利益又は損失（△）は、営業利益をベースとした数値である。

　セグメント間の内部営業収益及び振替高は、主として一般の取引条件と同様の価格に基づいている。
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３　報告セグメントごとの営業収益、利益又は損失、資産、その他の項目の金額に関する情報

前中間連結会計期間（自　平成24年４月１日　至　平成24年９月30日）

（単位：百万円）

　

　　

報告セグメント　

　

その他

（注）

　

合計

　

　

調整額

　

　

中間連結

財務諸表

計上額

　

都市交通 不動産　

エンタテ

インメン

ト・コ

ミュニ

ケーショ

ン　

建設　 計

　営業収益

　　外部顧客へ

　　の営業収益

　　セグメント間

　　の内部営業収

　　益又は振替

高　

　

　21,734 

　

　773 　

　

　15,350 

　

　1,609 

　

　37,978 

　

　459 

　

　8,065 

　

　1,101 

　

　83,130 

　

　3,944 

　

　4,939 

　

　13 

　

　88,070 

　

　3,957 

　

－ 　

　

(3,957)　

　

88,070 　

　

－ 　

　計 22,507 　 16,960 　 38,438 　 9,167 　 87,074 　 4,953 　 92,027 　 (3,957)　 88,070 　

　セグメント利益

　又は損失（△）
4,240 　 4,267 　 7,864 　 △323 　 16,048 　 △54 　 15,994 　 633 　 16,627 　

　セグメント資産
123,124

 　

337,270

 　

106,044

 　
22,304 　

588,745

 　
3,380 　

592,126

 　

(190,681

)　

401,444

 　

　その他の項目

　　減価償却費

　　有形固定資産

　　及び無形固定

　　資産の増加

額　

2,735 　

　

1,085 　

3,136 　

　

420 　

3,154 　

　

1,428 　

108 　

　

124 　

9,135 　

　

3,059 　

119 　

　

204 　

9,254 　

　

3,263 　

(892)　

　

38

8,362 　

　

　3,301 

（注）　「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、ホテル事業等を含んでいる。　

　

当中間連結会計期間（自　平成25年４月１日　至　平成25年９月30日）

（単位：百万円）

　

　　

報告セグメント　

　

その他

（注）

　

合計

　

　

調整額

　

　

中間連結

財務諸表

計上額

　

都市交通 不動産　

エンタテ

インメン

ト・コ

ミュニ

ケーショ

ン　

建設　 計

　営業収益

　　外部顧客へ

　　の営業収益

　　セグメント間

　　の内部営業収

　　益又は振替

高　

　

　22,293 

　

　783 　

　

　17,171 

　

　1,588 

　

　40,790 

　

　578 

　

　7,877 

　

　532 

　

　88,133 

　

　3,483 

　

　5,222 

　

　13 

　

　93,356 

　

　3,497 

　

－ 　

　

(3,497)　

　

93,356 　

　

－ 　

　計 23,077 　 18,760 　 41,369 　 8,410 　 91,617 　 5,236 　 96,853 　 (3,497)　 93,356 　

　セグメント利益

　又は損失（△）
4,715 　 4,757 　 9,813 　 △58 　 19,227 　 △98 　 19,129 　 337 　 19,467 　

　セグメント資産
123,717

 　

332,707

 　

105,547

 　
21,375 　

583,347

 　
3,865 　

587,213

 　

(189,957

)　

397,256
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報告セグメント　

　

その他

（注）

　

合計

　

　

調整額

　

　

中間連結

財務諸表

計上額

　

都市交通 不動産　

エンタテ

インメン

ト・コ

ミュニ

ケーショ

ン　

建設　 計

　その他の項目

　　減価償却費

　　有形固定資産

　　及び無形固定

　　資産の増加

額　

2,456 　

　

959 　

2,998 　

　

732 　

2,894 　

　

1,293 　

92 　

　

34 　

8,441 　

　

3,019 　

149 　

　

163 　

8,591 　

　

3,183 　

(895)　

　

4

7,695 　

　

　3,187 

（注）　「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、ホテル事業等を含んでいる。　
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４　報告セグメント合計額と中間連結財務諸表計上額との差額及び当該差額の主な内容（差異調整に関する

事項）

（単位：百万円）

営業収益 前中間連結会計期間 当中間連結会計期間

報告セグメント計 87,074 91,617

「その他」の区分の営業収益 4,953 5,236

セグメント間取引消去 △3,957 △3,497

中間連結財務諸表の営業収益 88,070 93,356

　

（単位：百万円）

セグメント利益 前中間連結会計期間 当中間連結会計期間

報告セグメント計 16,048 19,227

「その他」の区分の利益 △54 △98

管理会計上の帳簿価額との差額に係る減価償却費 731 736

その他調整額 △98 △398

中間連結財務諸表の営業利益 16,627 19,467

　

（単位：百万円）

セグメント資産 前中間連結会計期間 当中間連結会計期間

報告セグメント計 588,745 583,347

「その他」の区分の資産 3,380 3,865

配分していない全社資産 (*) 66,623 66,323

管理会計上の帳簿価額との差額 △251,657 △250,675

その他調整額 △5,647 △5,605

中間連結財務諸表の資産合計 401,444 397,256

(*)　配分していない全社資産の主な内訳は、当社における現金及び預金、預け金、投資有価証券等である。

　

（単位：百万円）

減価償却費 前中間連結会計期間 当中間連結会計期間

報告セグメント計 9,135 8,441

「その他」の区分の減価償却費 119 149

管理会計上の帳簿価額との差額に係る減価償却費　 △731 △736

その他調整額 △160 △159

中間連結財務諸表の減価償却費合計 8,362 7,695

　

（単位：百万円）

有形固定資産及び無形固定資産の増加額 前中間連結会計期間 当中間連結会計期間

報告セグメント計 3,059 3,019

「その他」の区分の有形固定資産及び無形固定資産の増加

額　　
204 163

その他調整額 38 4

中間連結財務諸表計上額 3,301 3,187
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【関連情報】

前中間連結会計期間及び当中間連結会計期間　

１　製品及びサービスごとの情報

　「セグメント情報　３　報告セグメントごとの営業収益、利益又は損失、資産、その他の項目の金額

に関する情報」に記載のとおりである。

　

２　地域ごとの情報

(1) 営業収益　

　本邦の外部顧客への営業収益が中間連結損益計算書の営業収益の90％を超えるため、記載を省略

している。

　

(2) 有形固定資産

　本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はない。　

　

３　主要な顧客ごとの情報

　外部顧客への営業収益のうち、中間連結損益計算書の営業収益の10％以上を占める相手先はな

い。　　

　

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

前中間連結会計期間（自　平成24年４月１日　至　平成24年９月30日）

（単位：百万円）　　

　

　　

報告セグメント　

　

その他

　

合計

　

　

調整額

（注）　

　

　

中間連結

財務諸表

計上額

　

都市交通 不動産　

エンタテ

インメン

ト・コ

ミュニ

ケーショ

ン　

建設　 計

減損損失 － 　 － 　 32 　 － 　 32 　 － 　 32 　 324 　 357 　

（注）　報告セグメントに配分されていない減損損失の金額は324百万円であり、その内容は「注記事項　（中間連結

損益計算書関係）」に記載のとおりである。

　

当中間連結会計期間（自　平成25年４月１日　至　平成25年９月30日）

（単位：百万円）　　

　

　　

報告セグメント　

　

その他

　

合計

　

　

調整額

（注）　

　

　

中間連結

財務諸表

計上額

　

都市交通 不動産　

エンタテ

インメン

ト・コ

ミュニ

ケーショ

ン　

建設　 計

減損損失 － 　 126 　 － 　 － 　 126 　 － 　 126 　 61 　 188 　

（注）　報告セグメントに配分されていない減損損失の金額は61百万円であり、その内容は「注記事項　（中間連結

損益計算書関係）」に記載のとおりである。

　　

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

前中間連結会計期間及び当中間連結会計期間のいずれにおいても、重要性が乏しいため、記載を省略してい

る。　

　　

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

前中間連結会計期間（自　平成24年４月１日　至　平成24年９月30日）　

　該当事項なし。

　

当中間連結会計期間（自　平成25年４月１日　至　平成25年９月30日）
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　重要性が乏しいため、記載を省略している。　
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（１株当たり情報）

　
前中間連結会計期間

（自　平成24年４月１日
至　平成24年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成25年４月１日
至　平成25年９月30日）

１株当たり中間純利益 21.52円 26.33円

（算定上の基礎） 　 　

中間純利益（百万円） 9,073 11,103 

普通株主に帰属しない金額（百万円）  －  － 

普通株式に係る中間純利益（百万円） 9,073 11,103 

普通株式の期中平均株式数（千株） 421,652 421,652 

（注）  潜在株式調整後１株当たり中間純利益については、潜在株式が存在しないため記載していない。

　

　
前連結会計年度

（平成25年３月31日）
当中間連結会計期間
（平成25年９月30日）

１株当たり純資産額 346.05円 354.81円

（算定上の基礎） 　 　

純資産の部の合計額（百万円） 155,125 159,218 

純資産の部の合計額から控除する金額（百万円） 9,212 9,612 

（うち少数株主持分）（百万円） (9,212) (9,612)

普通株式に係る中間期末（期末）の純資産額

（百万円）
145,912 149,606 

１株当たり純資産額の算定に用いられた中間期末

（期末）の普通株式の数（千株）
421,652 421,652 

　

（重要な後発事象）

　　　　　該当事項なし。　

　

（２）【その他】

該当事項なし。
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２【中間財務諸表等】
（１）【中間財務諸表】
①【中間貸借対照表】

(単位：百万円)

前事業年度
(平成25年３月31日)

当中間会計期間
(平成25年９月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 870 776

未収運賃 1,709 1,878

未収金 4,425 3,902

販売土地及び建物 8,077 8,626

貯蔵品 882 920

その他 15,960 6,818

貸倒引当金 △7 △7

流動資産合計 31,920 22,915

固定資産

鉄道事業固定資産
※1 66,415 ※1 64,289

兼業固定資産 147,307 144,861

各事業関連固定資産 2,267 2,210

建設仮勘定 6,377 7,039

投資その他の資産

投資有価証券 76,690 66,903

その他 13,788 14,764

貸倒引当金 △6 △6

投資その他の資産合計 90,472 81,661

固定資産合計 312,839 300,062

資産合計 344,759 322,977
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(単位：百万円)

前事業年度
(平成25年３月31日)

当中間会計期間
(平成25年９月30日)

負債の部

流動負債

短期借入金
※1 8,226 ※1 8,120

1年以内償還社債 － 10,000

未払金 12,225 6,080

未払法人税等 7 1,455

預り連絡運賃 1,543 1,686

預り金 11,635 10,099

賞与引当金 752 824

その他 4,411
※2 4,768

流動負債合計 38,801 43,036

固定負債

社債 10,000 －

長期借入金
※1 139,806 ※1 125,935

退職給付引当金 8,667 8,707

固定資産撤去損失引当金 2,931 2,931

ＰＣＢ処理引当金 304 304

投資損失引当金 221 230

その他 25,390 22,756

固定負債合計 187,320 160,864

負債合計 226,122 203,900

純資産の部

株主資本

資本金 29,384 29,384

資本剰余金

資本準備金 19,495 19,495

その他資本剰余金 2 2

資本剰余金合計 19,497 19,497

利益剰余金

利益準備金 4,640 4,640

その他利益剰余金

別途積立金 4,635 4,635

繰越利益剰余金 47,377 52,490

利益剰余金合計 56,653 61,766

株主資本合計 105,535 110,648

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 13,101 8,428

評価・換算差額等合計 13,101 8,428

純資産合計 118,637 119,077

負債純資産合計 344,759 322,977
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②【中間損益計算書】
(単位：百万円)

前中間会計期間
(自　平成24年４月１日
　至　平成24年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成25年４月１日
　至　平成25年９月30日)

鉄道事業営業利益

営業収益 16,766 17,145

営業費 13,320 13,381

鉄道事業営業利益 3,445 3,764

兼業営業利益

営業収益 24,242 25,752

営業費 16,015 16,952

兼業営業利益 8,227 8,799

全事業営業利益 11,673 12,564

営業外収益
※1 1,253 ※1 1,379

営業外費用
※2 1,911 ※2 1,675

経常利益 11,015 12,267

特別利益
※3 39 ※3 156

特別損失
※4 357 ※4 214

税引前中間純利益 10,697 12,209

法人税、住民税及び事業税 △1,227 4,256

法人税等調整額 5,098 66

法人税等合計 3,870 4,322

中間純利益 6,826 7,886
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③【中間株主資本等変動計算書】
(単位：百万円)

前中間会計期間
(自　平成24年４月１日
　至　平成24年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成25年４月１日
　至　平成25年９月30日)

株主資本

資本金

当期首残高 29,384 29,384

当中間期変動額

当中間期変動額合計 － －

当中間期末残高 29,384 29,384

資本剰余金

資本準備金

当期首残高 19,495 19,495

当中間期変動額

当中間期変動額合計 － －

当中間期末残高 19,495 19,495

その他資本剰余金

当期首残高 2 2

当中間期変動額

当中間期変動額合計 － －

当中間期末残高 2 2

資本剰余金合計

当期首残高 19,497 19,497

当中間期変動額

当中間期変動額合計 － －

当中間期末残高 19,497 19,497

利益剰余金

利益準備金

当期首残高 4,640 4,640

当中間期変動額

当中間期変動額合計 － －

当中間期末残高 4,640 4,640

その他利益剰余金

別途積立金

当期首残高 4,635 4,635

当中間期変動額

当中間期変動額合計 － －

当中間期末残高 4,635 4,635

繰越利益剰余金

当期首残高 42,520 47,377

当中間期変動額

剰余金の配当 △2,926 △2,773

中間純利益 6,826 7,886

当中間期変動額合計 3,900 5,113

当中間期末残高 46,420 52,490

利益剰余金合計

当期首残高 51,796 56,653

当中間期変動額

剰余金の配当 △2,926 △2,773

中間純利益 6,826 7,886

当中間期変動額合計 3,900 5,113
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当中間期末残高 55,696 61,766
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(単位：百万円)

前中間会計期間
(自　平成24年４月１日
　至　平成24年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成25年４月１日
　至　平成25年９月30日)

株主資本合計

当期首残高 100,678 105,535

当中間期変動額

剰余金の配当 △2,926 △2,773

中間純利益 6,826 7,886

当中間期変動額合計 3,900 5,113

当中間期末残高 104,578 110,648

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

当期首残高 6,025 13,101

当中間期変動額

株主資本以外の項目の当中間期変動額
（純額）

1,325 △4,673

当中間期変動額合計 1,325 △4,673

当中間期末残高 7,351 8,428

評価・換算差額等合計

当期首残高 6,025 13,101

当中間期変動額

株主資本以外の項目の当中間期変動額
（純額）

1,325 △4,673

当中間期変動額合計 1,325 △4,673

当中間期末残高 7,351 8,428

純資産合計

当期首残高 106,704 118,637

当中間期変動額

剰余金の配当 △2,926 △2,773

中間純利益 6,826 7,886

株主資本以外の項目の当中間期変動額（純
額）

1,325 △4,673

当中間期変動額合計 5,225 439

当中間期末残高 111,930 119,077
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【注記事項】

（重要な会計方針）

１　資産の評価基準及び評価方法

(1) 有価証券

①　子会社株式及び関連会社株式

　移動平均法による原価法

②　その他有価証券

ア　時価のあるもの

　中間決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は

移動平均法により算定）

イ　時価のないもの

　移動平均法による原価法

(2) たな卸資産

①　販売土地及び建物

　個別法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下による簿価切下げの方法により算定）

②　貯蔵品

　移動平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下による簿価切下げの方法により算

定）　

２　固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産

　定率法

　ただし、鉄道事業固定資産のうち取替資産については、取替法（定率法）を採用している。

　また、梅田阪神第１ビルディング建物（附属設備を除く。）及び平成10年４月１日以降に取得した建物

（附属設備を除く。）については、定額法を採用している。

(2) 無形固定資産

　定額法

　なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用

している。

３　引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

　金銭債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上している。

(2) 賞与引当金

　 従業員に対する賞与支給に備えるため、支給見込額に基づき、当中間会計期間負担額を計上している。

(3) 退職給付引当金　

　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、

当中間会計期間末において発生していると認められる額を計上している。

　過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）による定額法によ

り費用処理している。

　数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10

年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理することとしている。　

(4) 固定資産撤去損失引当金

 翌事業年度以降に実施予定の固定資産撤去工事に備えるため、費用を合理的に見積ることが可能な工事

について、当該見積額を計上している。　

(5) ＰＣＢ処理引当金

　ＰＣＢ（ポリ塩化ビフェニル）廃棄物を処理するに当たり、その処理費用見込額を計上している。

(6) 投資損失引当金

　関係会社の事業の損失に備えるため、その資産状態等を勘案し、出資金額を超えて負担することとなる

損失見込額を計上している。
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４　その他中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項

(1) 鉄道事業における工事負担金等の会計処理

　鉄道事業における連続立体交差化工事等を行うに当たり、地方公共団体等から工事費の一部として、工

事負担金等を受け入れている。この工事負担金等を受けて取得した固定資産については、工事完成時に当

該工事負担金等相当額を取得原価から直接減額して計上している。

　なお、中間損益計算書については、工事負担金等受入額を特別利益に計上するとともに、固定資産の取

得原価から直接減額した工事負担金等相当額を工事負担金等圧縮額として特別損失に計上している。

(2) 消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっている。

 ただし、資産に係る控除対象外消費税及び地方消費税は発生事業年度の期間費用としている。

(3) 連結納税制度の適用

　阪急阪神ホールディングス㈱を連結親法人とする連結納税制度の適用を受けている。
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（中間貸借対照表関係）

１　有形固定資産の減価償却累計額　

前事業年度
（平成25年３月31日）

当中間会計期間
（平成25年９月30日）

234,226百万円 237,850百万円　

　

２　※１　担保資産及び担保付債務　

　担保に供している資産は、次のとおりである。　

　
前事業年度

（平成25年３月31日）
当中間会計期間

（平成25年９月30日）

鉄道事業固定資産（鉄道財団） 59,563百万円 57,717百万円

　　

　担保付債務は、次のとおりである。

　
前事業年度

（平成25年３月31日）
当中間会計期間

（平成25年９月30日）

長期借入金（１年内返済予定額を含む） 36,625百万円 34,857百万円

　

３　国庫補助金の受入等による有形固定資産の圧縮記帳累計額は、次のとおりである。

前事業年度
（平成25年３月31日）

当中間会計期間
（平成25年９月30日）

 176,964百万円

(176,239)

　 176,972百万円

(176,250)

　（　）内の金額は、鉄道事業における有形固定資産の取得原価から直接減額された工事負担金等累計額で、内書きで

ある。

 

４　※２　消費税等

　仮払消費税等と仮受消費税等は相殺し、その差額は流動負債の「その他」に含めて表示している。

　

５　偶発債務　

　下記の会社の銀行借入金等に対して保証を行っている。　

前事業年度
（平成25年３月31日）

当中間会計期間
（平成25年９月30日）

阪急阪神ホールディングス㈱ 993,370百万円 阪急阪神ホールディングス㈱ 950,579百万円

西大阪高速鉄道㈱ 22,367 西大阪高速鉄道㈱ 22,895

その他４社 25,525 その他４社 24,808

合計 1,041,262 合計 998,282

　

　上記のほか、当社は、大阪ダイヤモンド地下街㈱を被保証者として、地下街店舗用建物等の賃借人としての賃料・共

益費（前事業年度の現行月額161百万円、当中間会計期間の現行月額161百万円）の支払等一切の債務について、当該建

物等の賃貸人に対して連帯保証している。

　また、当社は、阪急阪神ホールディングス㈱が金融機関との間で締結したコミットメントライン契約に基づき、同社

が貸付人に対して負担する一切の債務について、貸付人に対して連帯保証している。

　なお、当該コミットメントライン契約については、前事業年度及び当中間会計期間の極度額は、それぞれ30,000百万

円であり、前事業年度末及び当中間会計期間末のいずれにおいても、借入実行残高はない。　
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（中間損益計算書関係）

１　減価償却実施額

前中間会計期間
（自　平成24年４月１日
至　平成24年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成25年４月１日
至　平成25年９月30日）

有形固定資産

無形固定資産

5,322百万円

289

有形固定資産

無形固定資産

4,825百万円

270

　

２　※１　営業外収益のうち主要な費目及び金額は、次のとおりである。　

前中間会計期間
（自　平成24年４月１日
至　平成24年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成25年４月１日
至　平成25年９月30日）

受取利息

受取配当金

43百万円

1,102

受取利息

受取配当金

69百万円

1,229

　

３　※２　営業外費用のうち主要な費目及び金額は、次のとおりである。　

前中間会計期間
（自　平成24年４月１日
至　平成24年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成25年４月１日
至　平成25年９月30日）

支払利息及び社債利息 1,784百万円 支払利息及び社債利息 1,567百万円

　

４　※３　特別利益のうち主要な費目及び金額は、次のとおりである。　

前中間会計期間
（自　平成24年４月１日
至　平成24年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成25年４月１日
至　平成25年９月30日）

株式報酬受入益 39百万円 株式報酬受入益

投資有価証券売却益

固定資産売却益　

56百万円

53

29　

　 　 　事業用土地等の一部譲渡によるものである。

　 　 工事負担金等受入額 16

　

５　※４　特別損失のうち主要な費目及び金額は、次のとおりである。　

前中間会計期間
（自　平成24年４月１日
至　平成24年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成25年４月１日
至　平成25年９月30日）

減損損失 357百万円　 減損損失

工事負担金等圧縮額　

投資損失引当金繰入額　

188百万円　

16　

9　
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６　※４　減損損失　

　前中間会計期間（自　平成24年４月１日　至　平成24年９月30日）

　　当社は以下の資産グループについて減損損失を計上した。

用途 種類 場所 減損損失

賃貸用物件（２件） 兼業固定資産等 岡山市ほか 324百万円

ボウリング事業施設（１件） 兼業固定資産 兵庫県尼崎市 32

（資産をグループ化した方法）

　当社は、管理会計上の事業ごと又は物件ごとに資産のグループ化を行っている。

（減損損失を認識するに至った経緯）

　帳簿価額に対し時価が著しく下落したこと等により、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損

失（357百万円）として特別損失に計上した。

（減損損失の内訳）

　土地 162百万円

　建物 18

　その他 175

　　合計 357

（回収可能価額の算定方法）

　回収可能価額は、将来キャッシュ・フローを4.0％で割り引いて算定した使用価値としている。

　

　当中間会計期間（自　平成25年４月１日　至　平成25年９月30日）

　　当社は以下の資産グループについて減損損失を計上した。

用途 種類 場所 減損損失

賃貸用物件（１件） 兼業固定資産 兵庫県西宮市 126百万円

事業用土地（１件） 鉄道事業固定資産 兵庫県尼崎市 61

（資産をグループ化した方法）

　当社は、管理会計上の事業ごと又は物件ごとに資産のグループ化を行っている。

（減損損失を認識するに至った経緯）

　収益性が著しく低下したこと等により、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失（188百万

円）として特別損失に計上した。

（減損損失の内訳）

　土地 61百万円

　建物 126

　　合計 188

（回収可能価額の算定方法）

　回収可能価額は、正味売却価額又は使用価値により算定している。正味売却価額を採用している場合は、売却見

込額に基づいて算定しており、使用価値を採用している場合は、将来キャッシュ・フローを4.0％で割り引いて算

定している。
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（中間株主資本等変動計算書関係）

前中間会計期間及び当中間会計期間のいずれにおいても、保有している自己株式はない。

 

（リース取引関係）

 ＜貸主側＞

 オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未経過リース料

  
前事業年度

（平成25年３月31日）
当中間会計期間

（平成25年９月30日）

１年内 489百万円 534百万円

１年超 4,348 4,488

合計 4,838 5,022

　

（有価証券関係）

　子会社株式及び関連会社株式（前事業年度の貸借対照表計上額は子会社株式17,120百万円、関連会社株式

6,794百万円、当中間会計期間の中間貸借対照表計上額は子会社株式17,122百万円、関連会社株式6,794百万

円）は、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フローを見積もることなどができず、時価を把握すること

が極めて困難と認められることから、時価開示の対象とはしていない。

　

（資産除去債務関係）

前事業年度及び当中間会計期間のいずれにおいても、重要性が乏しいため、記載を省略している。

　

（１株当たり情報）

 
前中間会計期間

（自　平成24年４月１日
至　平成24年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成25年４月１日
至　平成25年９月30日）

１株当たり中間純利益 16.19円 18.70円

（算定上の基礎） 　 　

中間純利益（百万円）　 6,826 7,886 

普通株主に帰属しない金額（百万円）　 － － 

普通株式に係る中間純利益（百万円）　 6,826 7,886 

普通株式の期中平均株式数（千株） 421,652 421,652 

 （注）  潜在株式調整後１株当たり中間純利益については、潜在株式が存在しないため記載していない。

　

（重要な後発事象）

         該当事項なし。　

　

（２）【その他】

　該当事項なし。
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第６【提出会社の参考情報】
　当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出している。

有価証券報告書及び

その添付書類　

事業年度

（第192期）

自　平成24年４月１日

至　平成25年３月31日

平成25年６月17日

近畿財務局長に提出。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　

　該当事項なし。
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 独立監査人の中間監査報告書  

 平成25年12月19日

阪神電気鉄道株式会社  

 　取締役会　 御中  

 有限責任 あずさ監査法人  

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 川井　一男

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 松山　和弘

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 福島　英樹

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて
いる阪神電気鉄道株式会社の平成25年４月１日から平成26年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成25年
４月１日から平成25年９月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、
中間連結包括利益計算書、中間連結株主資本等変動計算書、中間連結キャッシュ・フロー計算書、中間連結財務諸表作成
のための基本となる重要な事項及びその他の注記について中間監査を行った。
　
中間連結財務諸表に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準に準拠して中間連結財務諸
表を作成し有用な情報を表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間連結財務諸表を
作成し有用な情報を表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
　
監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した中間監査に基づいて、独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表
明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間監査の基準に準拠して中間監査を
行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関し
て投資者の判断を損なうような重要な虚偽表示がないかどうかの合理的な保証を得るために、中間監査に係る監査計画を
策定し、これに基づき中間監査を実施することを求めている。
　中間監査においては、中間連結財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するために年度監査と比べて監査手続
の一部を省略した中間監査手続が実施される。中間監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による中間連結
財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて、分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手
続が選択及び適用される。中間監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法
人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な中間監査手続を立案するために、中間連結財務諸表の作成と有用
な情報の表示に関連する内部統制を検討する。また、中間監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに
経営者によって行われた見積りの評価も含め中間連結財務諸表の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、中間監査の意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
　
中間監査意見
　当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準
に準拠して、阪神電気鉄道株式会社及び連結子会社の平成25年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間
連結会計期間（平成25年４月１日から平成25年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な
情報を表示しているものと認める。
　
利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
　

以　上
　（※）　１．上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書

提出会社）が別途保管しております。
２．中間連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。
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 独立監査人の中間監査報告書  

 平成25年12月19日

阪神電気鉄道株式会社  

 　取締役会 御中  

 有限責任 あずさ監査法人  

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 川井　一男

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 松山　和弘

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 福島　英樹

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて
いる阪神電気鉄道株式会社の平成25年４月１日から平成26年３月31日までの第193期事業年度の中間会計期間（平成25年
４月１日から平成25年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書、中間株主資本
等変動計算書、重要な会計方針及びその他の注記について中間監査を行った。
　
中間財務諸表に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して中間財務諸表を作成
し有用な情報を表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間財務諸表を作成し有用な
情報を表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
　
監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した中間監査に基づいて、独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明す
ることにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間監査の基準に準拠して中間監査を行っ
た。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判
断を損なうような重要な虚偽表示がないかどうかの合理的な保証を得るために、中間監査に係る監査計画を策定し、これ
に基づき中間監査を実施することを求めている。
　中間監査においては、中間財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するために年度監査と比べて監査手続の一
部を省略した中間監査手続が実施される。中間監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による中間財務諸表
の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて、分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続が選択
及び適用される。中間監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リ
スク評価の実施に際して、状況に応じた適切な中間監査手続を立案するために、中間財務諸表の作成と有用な情報の表示
に関連する内部統制を検討する。また、中間監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によっ
て行われた見積りの評価も含め中間財務諸表の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、中間監査の意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
　
中間監査意見
　当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し
て、阪神電気鉄道株式会社の平成25年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成25年４月１
日から平成25年９月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。
　
利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
　

以　上
　（※）　１．上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書

提出会社）が別途保管しております。
２．中間財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。
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